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【コース概要】 
 社会経済活動のデジタル・ネットワーク化が進展するにつれ、従来の制度的枠組みでは

対応できない状況が生じつつある。例えば、Linuxにみられるようなオープン・ソース・ソ
フトウェアの浸透や、Gnutellaなどの Peer-to-Peer Network Systemによるコンテンツフ
ァイルの交換の活発化への対応などである。これらの新しい動向は、経済活動の根本を規

定する所有権制度の見直しを迫り(DeLong and Summers(2001))、また、市場とコミュニテ
ィとの関係や法律と規範の関係の変容など、さまざまな制度的な問題を投げかけてくる。

情報化社会の中での産業活動のあり方を考えるに当たっても、大前提として、基本的検討

が求められる制度的課題を考察することは重要である。 
 本ゼミでは、新制度経済学を基本的枠組みとして用いて、こうした制度的課題を検討し

ていきたい。取り上げる文献は、基本的（古典的）な文献から最新の文献までに亘ってい

る。全体を通じた授業の構成は次の３部からなる。（１）最初に、新制度経済学の枠組みの

共有を図る。テキストとしては、ノース（１９９４）及びコース（１９９２）を用いる。（２）

次に、所有権及び市場に関する議論をサーベイする。前半は、所有権や市場に関するベー

スの形成を目的とした議論を行い、後半では、情報化社会に対するインプリケーションの

大きいアンチコモンズの悲劇について考察する。（３）第三番目として、社会構造に関する

議論をサーベイする。デジタル・ネットワークによって実現する新たなネットワーキング

を考察するにあたって有用と考えられる二つのテーマ、埋め込み（embeddedness）及び
Social Capitalを取り上げる。その上で、法と規範の関係を考察する。 
 ゼミは、受講生による発表に基づき進める（受講人数にもよるが、一人当たり二回程度

の発表分担の予定）。取り上げる文献は、必ずしも情報化社会に直接関係するものばかりで

はないが、そこでの議論が、情報化社会における制度的枠組みを検討するに当たってどの

ように応用できるかについて、発表者が積極的にコメントすることを歓迎する。ゼミにお

ける議論を充実させるため、全員が事前に文献を読むことを期待する。成績は、各自の発

表（２回の予定）及び平常点に基づく。 
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【授業計画】 
１０月２日：イントロダクション 
本ゼミの問題意識と狙いを説明する。また、次回以降の発表分担を決定する。 
（参考） 
Delong and Summers(2001) 

 
＜第一部＞ 
 第一部では、新制度経済学に関する枠組みの共有を図るために、North(1990)及び
Coase(1960)を輪読する。 
１０月９日：制度（１） 

North(1990) 第１章、２章、３章、４章 
１０月１６日：制度（２） 

North(1990) 第５章、６章、７章、８章 
１０月２３日：制度変化 

North(1990) 第９章、１０章、１１章 
１０月３０日：経済成果 

North(1990) 第１２章、１３章、１４章 
１１月６日：社会的費用 

Coase(1960) I-VI, VII-X 
 
＜第二部＞ 
１１月１３日：所有権に関する経済学的考察 
（必読） 
Demsetz(1967) 
 所有権制度に関する経済学的考察に関する古典的な文献 
１１月２０日：所有権制度と経済的効率性（経済史） 
（必読） 
Libecap(1986) 
 さまざまな所有権制度が経済的効率性に与える影響に関する経済史学者による実証

的研究。 
（参考） 
Cooter and Ulen(1997) 
１１月２７日：コミュニティと市場 
（必読） 
Greif(2000) 
 経済学においては、コミュニティと市場は代替的な取引モデルと考えられることがあ
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るが、両者が補完的関係にある点に注目する重要性を指摘している。前近代のヨーロッ

パの経済発展を対象に考察を行う。一部ゲーム論的な議論が展開されているので、その

基礎的理解があることが望ましい。 
（参考） 
Gibbons(1992) 
１２月４日：アンチコモンズの悲劇 
（必読） 
Heller(1998) 
移行経済や知的所有権の分析に関して取り上げられることのある「アンチコモンズの

悲劇」を最初に提唱した論文。ボリュームがある論文なので、二人で分担するか、ロシ

アをケースとして取り扱っている Part IIを省略して一人で分担する進める予定。 
（参考） 
Hardin(1968)，Heller and Eisenberg(1998) 
１２月１１日：アンチコモンズの悲劇（経済学的考察） 
（必読） 
Buchanan and Yoon(2000) 
Merges(2000) 
 アンチコモンズの悲劇を経済学的に考察した論文。後者は新制度経済学との関係を取

り上げ、前者は数理的アプローチを展開している。 
 
＜第三部＞ 
１月１５日：経済活動と社会構造（埋め込み論） 
（必読） 
Granovetter(1985) 
カール・ポランニーによって用いられた埋め込み（embeddedness）の概念は、市場
社会の経済分析にも適用可能であり、市場過程の中核的な特性が社会学的分析によって

明らかになると主張する論文。 
（参考） 
Granovetter(1995)，ポランニー（１９７５） 
１月２２日：Social Capital 
（必読） 
Coleman(1988) 
ネットワーク、規範や信頼などを考察する際に用いられる主要な概念である Social 

Capitalを最初に提唱した論文。社会学のみならず経済学の分野に対する影響も大きい。 
（参考） 
Putnam(1995)，OECD(2001) 
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１月２９日：信頼と法 
（必読） 
Ribstein(2001) 
法律と社会規範が信頼の形成にどのような影響を与えるのかを考察した論文。米国の

判例の引用があるが、同判例読解トレーニングの前提なく読むことが可能。 
（参考） 
Fukuyama(1995)，山岸（１９９８），ルーマン（１９９０） 

 
（注）文献のあがっていない月日の授業は、出席者の関心事項があれば、それについて議

論する自由討論の形で進める。 
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